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１．はじめに

新たな「食料・農業・農村基本計画」（以下、基本計画）が３月３０日（火）に閣議決定された。そ

こで、新たな食料・農業・農村基本計画のポイント及び農業農村整備に関して取り組むべき主な

な施策としてまとめたので、業務の参考として頂きたい。

２．新たな食料・農業・農村基本計画のポイント

基本計画では、第１の『食料、農業及び農村に関する施策についての基本的な方針』（以下、

基本的な方針）で、今後１０年程度の間に取り組むべき施策の対応方向を示すとともに、施策の

展開について政策改革の視点を提示し、既存の施策の見直しや新たな施策の導入を進めてい

くことを通じて、平成３２年度までに供給熱量ベースでの総合食料自給率５０％の達成を目指す

ことを掲げている。

第２の『食料自給率の目標』で、穀物を中心として食料自給率を最大限向上させていくことや

第１に掲げた政策の方向を基本として政策体系への転換を行うこと等の食料自給率目標の考え

方を示し、生産資源を最大限活用することや現在の食生活の中に国産農産物を上手に取り込

んでいく等の食料自給率向上に向けた取組を進めることとしている。

第３の『食料、農業及び農村に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策』（以下、講ずべき施

策）で、食料の安定供給の確保、農業の持続的発展、農村の振興に関する個別の施策につい

て詳述し、さらに「食料・農業・農村に横断的に関係する施策」として、農林水産分野の変革を実

現するための包括的な技術・環境戦略を平成２２年中に策定することや、国民全体による食料・

農業・農村の維持・再生のための運動を推進することを盛り込んでいる。

最後の第４の『食料、農業及び農村に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必

要な事項』として、官民一体となった施策の総合的な推進、国民視点に立った政策決定プロセ

スの実現、財政措置の効率的かつ重点的な運用を図ることとされている。

なお、講じるべき各施策等の具体的な数値目標のうち、農業農村整備に関する事項として、

平成３２年に農地面積４６１万ha（現状維持）、耕地利用率１０８％と設定されている。



具体的な内容については、別図『国民全体で支える農業・農村の機能や評価』及び『新しい

食料・農業・農村基本計画のポイント』を参照して頂きたい。参考までに、（ⅰ）総論及び（ⅱ）基

本的な政策についてまとめたので参照して頂きたい。

（ⅰ）総論『まえがき』

基本計画では、過去の農

政の検証を行った上で新た

な政策の対応方向を示して

いる。政府として、食料・農

業・農村政策を日本の国家

戦略の一つとして捉え、国

民全体で農業・農村を支え

る社会の創造を目指し、

「食」と「地域」の早急な再生

を図っていくこととしている。

具体的には、政府は、本

基本計画を、農業を通じて

国民の命と健康を守り、さら

には我が国の経済、環境、

伝統文化等を含めた国民

の生活を豊かなものとする

ための指針として位置付け

た上で、各般の施策を関係

府省の連携の下で総合的

かつ計画的に推進していく

こととしている。
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（ⅱ）基本的な政策

【戸別所得補償制度の導入】

農業が産業としての持続性を維持するために意欲あるすべての農業者が将来にわたっ

て農業を継続し、経営発展に取り組むことができる環境を整備することを目的として、戸別

所得補償制度を導入することとしている。具体的には、平成２２年度より戸別所得補償モデ

ル対策を実施し、米を生産数

量目標に即して生産した販売

農家・集落営農に対して標準

的な生産費用と販売価格の差

額分を直接交付するとともに、

戦略作物の生産に対して主食

用米並みの所得を確保し得る

額を直接交付する。そして、今

年度の実施状況を踏まえて、

戸別所得補償制度を導入する

ための制度設計等を行うことと

している。

【「品質」、「安全・安心」といった消費者ニーズに適った生産体制への転換】

食に対する消費者ニーズに適った生産体制に転換するために、「後始末より未然防止」

の考え方を基本として、科学的知見に基づく施策の推進に加え、トレーサビリティ・システ

ム、危害分析・重要管理点（HACCP）、農業生産工程管理の定着を実現することを目標に

掲げている。

【６次産業化による活力ある農山漁村の再生】

農山漁村地域の農林漁業者

を含む多様な事業者が農山漁

村に存在するあらゆる「資源」を

活用した新たなビジネスに取り

組めるようにするために、必要

な支援策を講じることとしてい

る。着眼点として、この取組によ

り、地域資源により産み出され

た付加価値のより多くの部分を

農山漁村地域に帰属させ、若

者や子どもが希望を持って農

山漁村に定住できる地域社会

の再生を目指している。
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３．農業農村整備に関して取り組むべき主な施策

農業農村整備に関しては、基本的な方針１．（４）「優良農地の確保と有効利用を実現し得る

政策の確立」で、農地の量的な確保に併せて、農地や農業用水等の整備の保全管理をより効

果的・効率的に行うため、地域のニーズに応じて、農地の排水対策、水利施設の補修や更新な

ど、必要な農業生産基盤の整備等を今後とも推進すると位置付けられている。また、政策改革の

視点として、３．（２）「施策対象者が主体性と創意工夫を発揮する施策の展開」において、農業

生産基盤や施設等の整備においては、機能性や安全性を確保した上で、地域の実態に見合っ

た、より低コストかつ効率的な整備がなされるよう改善を図ることが盛り込まれている。

上記、基本的な方針に基づき、第３の講ずべき施策に記載されている農業農村整備に関して

取り組むべき主な施策について、本文を抜粋しながらまとめたので参考として頂きたい。

４．まとめ

今次取りまとめられた基本計画は、前回の基本計画の内容と比較して、具体的な数値目標や

施策目標について数多く盛り込まれています。また基本計画では、国民全体で農業・農村を支

える社会の創造を目指しており、今後、皆様方の一層のご理解・ご協力をよろしくお願いします。

（注１）これまで平成12年3月及び平成17年3月に２回策定されており、今回は３度目の策定となる。

（注２）第３の講ずべき施策の中で、農業農村整備に関して具体的な記載のある施策の内、主なものを抜粋して記述している。

食料・農業・農村基本法の制定
（H11.7）

食料・農業・農村基本法の策定（注１）

（H22.3）

基本計画の構成

農業農村整備に関して取り組むべき主な施策（注２）

農業の持続的発展に関する施策

食料の安定供給の確保に関する施策

農村の振興に関する施策

食料・農業・農村に横断的に関係する施策

団体の再編整備等に関する施策

○農業・農村の６次産業化等による所得の増大【２．（２）関連】
　・生産・販売戦略に基づく基幹施設の整備等の生産体制の強化
○優良農地の確保と有効利用の促進【２．（４）関連】
　・農地利用集積円滑化事業等の取組の推進
　・農用地区域を中心に耕作放棄地の再生・有効利用と発生の抑制
　・農地情報の利活用の推進
○農業生産力強化に向けた農業生産基盤整備の抜本見直し【２．（７）関連】
　・国民の食料を支える基本インフラの戦略的な保全管理の推進
　・地域の裁量を活かした制度の推進
　・食料自給率向上等に資する農業生産基盤整備の推進

○農業・農村の６次産業化【３．（１）関連】
　・バイオマスを基軸とする新たな産業の振興
　・農村における再生可能エネルギーの生産・利用の推進
○集落機能の維持と地域資源・環境の保全【３．（４）関連】
　・政府と地域が一体となって農村コミュニティの維持・再生
　・中山間地域等直接支払制度を引き続き実施
　・農地・水・環境保全向上対策の中間評価の実施
　・鳥獣害被害の広域化に対応した関係者の連携の強化
　・災害に強い農村づくりの推進、農村環境の保全の取組の推進
○農山漁村活性化ビジョンの策定【３．（５）関連】

食料、農業及び農村に関する
施策についての基本的な方針第１

第２

第３

第４

食料自給率の目標

食料、農業及び農村に関し総合
的かつ計画的に講ずべき施策

施策を総合的かつ計画的に推
進するために必要な事項


